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基本方針・重点施策

 
 
１．基本方針

平成３０年度は、人材育成、若年・女性労働力等の人材確保への

取り組みを充実するとともに、事業経営の健全化、安定化、及び生

産性向上、働き方改革による適正取引・労働環境の改善に取り組ん

だ。

また、「事業用自動車総合安全プラン 」の施策の展開による

交通事故の削減、「標準貨物自動車運送約款」の周知に努めたほか、

公共輸送機関としての災害等の対応に向けた諸対策を推進するため、

次の重点施策を全会員の理解と参加により取り組んだ。

 
２．重点施策

（１）研修センターで実施する人材育成・教育事業 
 

（２）経営支援事業 
 
（３）交通安全・環境対策事業 
 
（４）適正化事業 
 
（５）生産性向上、元気促進・働き方改革の推進 

（TWLB 協議会（研究会）との連携） 
 
（６）関係機関及び荷主等との連携と相互理解 
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◎主な事業活動

１． 研修センターで実施する人材育成・教育事業

会員事業者からの要望に応えるため、乗務員対象研修で新たに２泊３日型

「ドライバー座学研修」を追加する等、研修カリキュラムの見直しを図り利用

促進に努めた。

（１）研修事業

◇乗務員対象研修

・ドライバー座学研修 回 延べ 名

・乗務員研修 （ドライバー運転１日、添乗指導者養成他） 回 延べ 名

・初任ドライバー・適齢ドライバー研修 回 延べ 名

◇事務職・管理職対象研修

・管理者研修 回 延べ 名

・事務職研修 回 延べ 名

◇経営者・管理者・指導者対象研修

・第 期 物流大学校講座 名

（全ト協認定 物流経営士 名 センター受講分）

・第 期 物流安全管理士講座 名

（物流安全管理士 名）

・物流大学校講座－特別受講－ 回 名

◇資格取得研修

・運行管理者試験対策研修 回 名

（２）会員独自の研修会等の開催支援（カスタマイズ研修）

◇研修・講習 延べ 社

◇ドライバーコンテスト等 延べ 社

（３）運転適性診断事業

◇義務診断

・初任診断 回 名

・適齢診断 回 名

（４）運行管理に関する講習事業

◇基礎講習 回 名

◇一般講習 回 名

（５）届出自動車教習所事業

◇入所者数及び免許取得者（平成 年 月 日現在）

入所者数 名

・けん引自動車 入所者数 名 受験者 名 合格者 名

・中型 ｔ限定解除 入所者数 名 受験者１名 合格者 名

・準中型 ｔ限定解除 入所者数 名 未受験 名
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（６）その他研修センターの活用

◇会員の利用 延べ 回

◇他県トラック協会の利用 延べ 県 回

◇他団体等の利用 延べ 回

（７）研修センター総来場者数（（１）から（８）を含む） 約 人

（８）トラックドライバーの輸送の安全と環境保全に対する意識の向上策

◇第 回愛ト協トラックドライバーコンテストの開催（ ） 出場者 名

〔愛ト協〕

大型部門 優勝 日本通運㈱ 中部警送支店 萩 裕之

中型部門 〃 カリツー㈱ 安城南営業所 内藤 尋

トレーラ部門 〃 日本通運㈱ 名古屋国際輸送支店 渡辺 功彦

〔全 国〕（ ）

第 回全国トラックドライバー・コンテストへの出場

トン、 トン、トレーラ、の 部門へ 名が出場

トン部門 準優勝 日本通運㈱ 中部警送支店 萩 裕之

◇第 回省エネ走行競技会 出場者 名

大型部門 優勝 ㈱ユーネットランス 梯 真一郎

中型部門 〃 ㈱マイシン 鈴木 幹也

準中型部門 〃 フェデラルエクスプレスジャパン合同会社 真野 秀彦

２．経営支援事業

働き方改革の実現に向けて「生産性の向上」「運送事業者の経営改善」「適正

取引の推進」「人材確保対策の推進」について会員事業者の支援に努めた。 
（１）適正取引に係る諸施策の推進

◇原価計算活用セミナー 参加者 名

◇標準貨物自動車運送約款申請状況

会員事業者（新約款 件、旧約款 件）

（２）経営支援に係る助成

①交付金及び近代化基金果実による利子補給

◇近代化基金融資及び利子補給

・融資推薦

一般融資 件 千円

ポスト新長期適合車融資 件 千円

・利子補給額（全ト協負担分を含む） 千円

②信用保証料の助成 件 千円
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（３）人材確保対策事業の推進

①就職支援

・業界で働く女性と女子学生との交流会（愛知県 産業労働部）

参加者 名

・トラック就職相談会 ハローワーク名古屋中 参加者 名

・総合職採用に向けた就職説明会（愛知学院大学） 参加学生 名

②業界ＰＲ

業界の重要性と必要性をテーマとした広報を実施

・物流出前授業 校 参加学生 名

・映画上映前の広報 県内 箇所

・Ｗｅｂ動画サイトへのショートムービーの掲載

・主要駅デジタルサイネージによる広報（名古屋駅 名古屋栄）

・新聞記事による広報（中部経済新聞）

・ラジオ放送による広報（東海ラジオ ＠ＦＭ）

・ＳＮＳによる広報（ＬＩＮＥ）

（４）各種講習等に係る助成

①自動車事故対策機構

・運行管理者一般講習受講 名

・運転適性診断受診（初任・適齢） 名

・運輸安全マネジメント講習会受講 名

②中小企業大学校受講 名

③各種技能講習受講助成 名

④準中型・中型・大型・けん引等免許取得助成 名

（５）セミナーの開催

①トラック運送業における生産性向上セミナー 参加者 名

②過労死等防止・健康起因事故防止セミナー 参加者 名

③トラック運送事業者のための人材確保セミナー 参加者 名

④人材確保対策セミナー 参加者 名

⑤健康経営優良法人認定取得セミナー 参加者 名

⑥経営革新セミナー 上期 （ ） 参加者 名

⑦経営革新セミナー 下期 （ ） 参加者 名

⑧運輸ヘルスナビシステム実践的活用セミナー 参加者 名

⑨中小トラック運送事業者のためのＩＴ活用セミナー 参加者 名

⑩業務課セミナー

（貨物自動車運送事業法の改正、労働基準法の改正等） 参加者 名

⑪支部セミナー（開催 支部 回）
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（６）各種陳情・要望

◇自民党愛知県支部連合会所属国会議員との懇談会

・参加者：自民党愛知県支部連合会所属国会議員 名参加

・要 望：平成 年度税制改正等に関する要望（別紙）

◇公明党愛知県本部 大臣要望懇談会（ ）

・参加者：公明党愛知県本部所属議員 名参加

・要 望：平成 年度税制改正等に関する要望

３．交通安全対策事業

「トラック事業における総合安全プラン 」の目標達成のため、各種啓発

活動をはじめとした諸対策を推進した。また、事故防止と輸送の安心・安全確

保のため、各種助成事業並びに交通事故防止セミナーを積極的に取り組んだ。 
（１）交通事故抑止活動の推進

◇愛ト協数値目標 ※国土交通省｢事業用自動車総合安全ﾌﾟﾗﾝ ｣

・交通事故死者数 人以下

・飲酒運転ゼロ

〔愛知県内における交通死亡事故発生状況〕

平成 年 ～ 月 平成 年 ～ 月

県内発生数 － 名 － 名

事業用貨物 件 名 件 名

会員第一原因 件 名 件 名

①「トラック・セーフティ・ラリー」の実施（ ～ ）

◇参加チーム： チーム（ 社）

参加状況 計 第一 第二 第三 第四 尾東 尾西 知多 西三 東三 事務局

会員数

チーム数

参加人数

達成チーム数

達成率

死亡 重傷 軽傷 物損 計

30ｋ未満 30ｋ以上

(前年度)

駐車違反交通違反
件数

飲酒等 シートベルト 携帯電話

交通事故
件数

計信号無視 一時停止 歩行妨害 その他
速度超過

〈表 彰〉

・中部運輸局長表彰

＊西三支部

・愛知県警察本部交通部長・愛ト協会長連名表彰

＊名古屋第一支部
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㈱アイシン、メーエン運送㈱、旭運輸㈱

＊名古屋第二支部

㈲明成運輸、中京急送㈱、㈱名孝高速

＊名古屋第三支部

名新陸運㈱、マストアークス㈱、由良陸運㈱

＊名古屋第四支部

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｴｸｽﾌﾟﾚｽ㈱名古屋支店、㈱大福、日通名古屋運輸㈱

＊尾東支部

㈱ダイユー物流、㈱中包運輸、岡山県貨物運送㈱名古屋主管支店

＊尾西支部

㈲エムティーサービス、㈲幸栄流通サービス、日南輸送㈱

＊知多支部

大東物流㈱、㈱アルプスウェイ日進営業所、㈱セイリョウライン

＊西三支部

ワールド運輸㈱、㈱竹豊物流、藤久運輸倉庫㈱

＊東三支部

東海運輸㈱、日通東愛知運輸㈱、田原運輸㈱

②トラック安全デー活動等の推進

・各支部における交通安全運動の展開 回

・各支部における交通安全講習会の開催 回

・愛知県高速道路交通安全協議会が行う交通安全活動に参加 回

・スピードダウン！ゆっくり走ろう！運動の展開

車外用ステッカーの配布

啓発用のぼり旗の配布

③事故防止セミナー・研修会の実施

・交差点事故防止セミナー 参加者 名

・運輸安全マネジメント認定セミナー 参加者 名

・点呼執行セミナー 参加者 名

・コミュニケーションスキルアップセミナー（ 回） 参加者 名

・追突事故防止セミナー 参加者 名

・多面的な事故原因分析ワークショップセミナー 参加者 名

・駐車場・構内事故防止セミナー 参加者 名

（２）「交通安全表彰」の実施（表彰対象年度 年度）

①交通安全功労会員表彰 社

②交通安全特別賞（１０年間無事故継続） 社

③交通安全金 賞（ ７年間無事故継続） 社

④交通安全銀 賞（ ５年間無事故継続） 社

⑤交通安全銅 賞（ ３年間無事故継続） 社

⑥１年間無事故認定 社
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（３）安心・安全を支援する事業の実施

①ＥＭＳ機器 基

②運行管理（ドライブレコーダー）支援機器 基

③ＡＳＶ装置

・衝突被害軽減ブレーキ装置等 基

④安全装置

・後方視野確認支援装置 基

・アルコールインターロック装置 基

・追突防止装置 基

・高度点呼時運用管理機器（ＩＴ点呼） 基

・血圧計機器 基（愛知）

基（全国）

（４）関係機関との連携・協力

①陸運労働災害防止協会愛知県支部

②愛知県交通安全推進協議会

③愛知県高速道路交通安全協議会

④愛知県交通安全協会・県下各警察署単位の交通安全組織

⑤愛知県自動車会議所を中心とする自動車関係団体

⑥大型車通行適正化に向けた中部地方連絡協議会

４．環境対策事業

環境にやさしいトラック輸送を目指し、エコドライブの推進や先進環境対応

型ディーゼル車（低公害車両）の普及等の環境対策に努めた。 
（１）自動車交通環境改善への対応 

①低公害車導入促進助成

・天然ガス自動車 台

・ハイブリッド自動車 台

②グリーン経営認証取得の促進

・グリーン経営講習会（参加 社 名）

・グリーン経営認証取得助成（新規： 社 更新： 社）

③アイドリングストップ支援機器 基

（２）関係機関との連携・協力

①あいち新世紀自動車環境戦略会議

②名古屋市自動車公害対策推進協議会
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５．適正化事業

「新標準貨物自動車運送約款」への変更の徹底等に重点を置き巡回指導を実

施し、法令遵守の一助となるセミナー・研修会等を開催した。

（１）適正化事業の推進

①巡回指導

◇通常巡回 事業所

◇新規巡回 事業所

◇特別巡回 事業所

◇集合指導（霊柩事業者 、急便事業者 ） 事業所

※通常・新規巡回評価内訳

Ａ評価 件／Ｂ評価 件／Ｃ評価 件／Ｄ評価 件／Ｅ評価 件

その他評価 件

②法令遵守体制の構築支援

輸送の安全を確保するための「運輸安全マネジメント」の実施公表で使

用する「掲示用ポスター」、一昨年度の法令改正により指導項目が追加

された「国土交通省告示 号教育指導マニュアル」や「巡回指導項

目自主点検チェックシート」「参考事例・解説集」ほか、各種リーフレ

ットの作成・配布

③「運輸安全マネジメント」の適切な実施に向けたセミナーの開催 回

事業所 名

（２）フォローアップ体制の強化

◇改善基準告示研修会（ 回） 事業所 名

◇フォローアップ研修会 回 事業所 名

（３）事業者に対する法令遵守の推進

◇新規事業者講習会 事業所

（４）指導員の資質向上及び各組織との連携

◇愛知県貨物自動車運送適正化事業実施機関評議委員会 回

◇中部ブロック適正化事業連絡会議 回

◇中部ブロック適正化機関と中部運輸局連携会議 回

◇行政関係機関等の連絡会議 回

◇労働局との合同による巡回指導 回

◇全国貨物自動車運送適正化事業実施機関研修会 回

（初級研修、専門研修、特別研修、スキルアップ研修）

（５）安全性評価事業（Ｇマーク）の認定に向けた支援

◇認定事業者数 事業者 事業所

県内認定総数： 事業所中 事業所認定／認定率 ％

◇地域別申請説明会の開催 回 事業者 名

◇新規認定に向けた研修会の開催 事業所 名
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（６）輸送秩序確立に向けての推進活動

◇社会保険等の未加入事業者特別講習会 事業所 名

６．荷主とのパートナーシップ及び相互理解の推進

トラック運送事業者の取引環境・労働時間改善協議会への参画

運送事業者、荷主、行政等の関係者が一体となり、コンサルティング事業

によるトラックドライバーの長時間労働の抑制に向けた環境整備について協

議した。

７．トラック運送事業におけるワーク･ライフ･バランス（ ）協議会との連携

（１）物流の生産性向上への取り組み

研究会を立ち上げ、荷待時間等の平準化と事故発生要因の分析を行い、

それぞれの具体的な対応策を作成するとともに、教育機関や大手荷主か

らのサポートも受け、更なる生産性向上に取り組んだ。

（２）健康経営のための元気促進・働き方への取り組み

「事業者も従業員も“健康”な経営」をテーマに、健康経営認定基準

の項目に沿った対応マニュアルを作成し、全国健康保険協会や愛知県ト

ラック事業健康保険組合の協力を受け、認定取得セミナーを開催した。

参加者 名
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◎その他事業活動

１．広 報 事 業

（１）「第１４回 みんなで学ぼう！トラックと交通安全・環境フェア」

台風により中止

（２）機関誌「トラックあいち」、ホームページによる情報提供

◇トラックあいち 毎月 回発行

◇ホームページ ５５６ ２７６ページビュー

（３）各種メディアによる広報

◇「交通安全対策」広報

・交通環境フェア告知：テレビＣＭ本数 ５７本

交通事故防止（イメージアップ含む）：テレビＣＭ本数 １６９本

◇プレスリリース

「第１４回 みんなで学ぼう！トラックと交通安全・環境フェア」

の開催

２．労働環境改善対策事業

（１）労働環境改善に係る活動

◇労働セミナー 支部 回

（２）健康起因事故防止対策助成

①睡眠時無呼吸症候群 スクリーニング検査

受診者数： 名 全ト協分含む

②脳ドック 受診者数： 名、心臓ドック 受診者数： 名

３．緊急災害輸送対策

南海トラフ地震等の大規模災害へ備えるべく、災害時に迅速な緊急輸送態

勢をとるための体制整備に努め、県や市町村と連携し防災訓練を実施した。

（１）災害物流体制の整備

大規模災害発生時の緊急物資輸送に迅速かつ適切な対応をとるべく、協

会ＢＣＰ（事業継続計画）を策定した。

（２）総合防災訓練への参加

◇防災訓練参加回数： 回

◇参 加 台 数： 台

◇参 加 人 員： 名

◇広域物資輸送拠点における運営訓練： 日
①平成 年 月 日（月）

～ 日（水）

〔中部トラック総合研修センター〕

車両 台／リフト 台
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②平成 年 月 日（月）

～ 日（水）

〔モリコロパーク・吹上ホール〕

車両 台／リフト 台／物流専門家 名

③平成 年 月 日（水） 〔一宮総合運動公園〕

車両１台

④平成 年 月 日（月）

～ 日（火）

〔豊橋市総合体育館〕

車両 台

４．事業者大会の開催（ ）

◇場 所：ホテルナゴヤキャッスル

◇参加者： 名

◇講演会： 第一部 講演会

テーマ：｢トヨタ生産方式と物流｣／講師：林 南八氏

第二部 パネルディスカッション

テーマ：｢あいちのトラック運送事業者が一致団結して

ワークライフバランスに取り組む理由｣

５．賀詞交歓会の開催（ ）

◇場 所：名古屋東急ホテル

◇参加者： 名

６．運行管理者試験の実施

◇第 回（ ）受験者 名（合格者数 名 合格率 ％）

◇第 回（ ）受験者 名（合格者数 名 合格率 ％）

７．その他活動

（１）支部組織等の充実

本部・支部・研修センターが連携し､各種行事への参加に努めた。

（２）未加入事業者の入会の促進 入会会員： 社

◇本部、支部が連携した事業者訪問

◇適正化事業実施機関が行う巡回指導

◇中部運輸局愛知運輸支局講習会での説明 回
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◎会 議

１．会 議

◇理事会 回

◇常任理事会 回

◇正副会長会議 回

◇総務委員会 回

・近代化基金運営専門委員会 回

・業務施設運営専門委員会 回

◇経営研究委員会 回

◇交通対策委員会 回

◇環境対策委員会 回

・フェア実行委員会（交通・環境） 回

◇災害対策委員会 回

◇適正化事業特別推進委員会 回

◇研修センター運営委員会 回

・研修検討委員会 回

◇企画広報委員会 回

◇トラック運送事業におけるワーク・ライフ・バランス協議会 回

・生産性向上委員会／研究会 回

・元気促進働き方委員会／研究会 回

２．部会等

（１）特別積合せ部会（ 社）

ドライバー不足など厳しい事業環境が続く中、輸送秩序の確立を図る

ため、「運営委員会」（総会、委員会 回）、「ブロック会議」（名古

屋中・南、小牧、一宮、西三河、東三河の県内６ブロック）を開催し、

諸問題について会員相互の情報交換を行い、連携を深めた。

（２）青年部会（ 社）

若手経営者の自己研鑽の場として、セミナー、会員交流会など３

委員会（総務・研修・事業）によって運営し、２月の臨時総会にて

会員資格については５０歳以下という年齢制限が明確化された。ま

た、全国の各ブロック大会への参加、他団体青年組織との交流会を

実施し、積極的に意見交換を行った。

（３）女性部会（ 社）

本年度は、セミナーや新年交通安全参拝を行い、部会員の学びと交流

を深めた。また、全ト協女性部会の中部ブロック女性部協議会を愛知、

静岡、福井の３県で設立し、１１月に中部ブロック研修会を愛知県で開

催。他県女性部会と積極的に意見交換を行った。 
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（４）品目別部会

◇中部タンクトラック部会（ 社）

会員に対し最新有益な情報を提供し、事業の利便を図る為、ホームペ

ージを随時更新した。安心・安全に関しては、災害や事故などの不測の

事態に会員各社が協力して社会的な影響を最小限に抑えるための相互

援助協定である「９９ネット中部」を引き続き継続した。

関連６団体（鍍金・塗装・薬種・歯科・医器・タンク）で毒劇物及び

劇物取扱法、消防法に基づく資格試験の受験講習会を実施し、有資格者

の確保に努めた。また、危険物取扱の安全確保・未然事故防止を目的と

した「荷卸し時の相互立会い」推進活動を昨年に引き続き実施した。

◇生コン部会（ 社）

厳しい経済状況に対応すべく各種会議を定期的に開催。会員相互の情

報交換を積極的に行ったほか、全ト協生コン部会を通じ全国の部会員と

の連携強化や事故防止活動に努めた。

◇セメント部会（ 社）

国内でのセメントの販売・運送状況等について随時会議・研修会等を

開催し、会員相互の情報交換に努めてきた。また、荷主懇談会を開催し、

メーカーと運送業者の相互理解を深めたほか、全ト協セメント部会にも

積極的に参加し、全国レベルでの情報交換及び調査研究を行った。

◇ダンプトラック部会（ 社）

先行きの見えない経済情勢の中、随時部会を開催し、厳しい状況に対

応するため会員相互の情報交換を積極的に行った。また、全ト協ダンプ

カー部会では、現状のダンプカー輸送について国土交通省とも意見交換

を行う等、連携強化に努めた。

◇海上コンテナ部会（ 社）

集中管理ゲート及び 条約に基づく出入り管理情報システムの

管理・運用を行った他、返却コンテナの洗浄、ラベル剥離等の付帯作業

が抱える問題点や「国際海上コンテナの安全輸送ガイドライン」の周知

状況等について、関係行政や関連団体と協議・協力を行った。また、毎

月ターミナルパトロールを実施し、構内ルールの遵守や安全運行を呼び

掛けるとともに、港湾道路における路上駐車シャーシの改善指導や安全

講習会等を行った。

更に、蟹江警察署、愛知運輸支局等と合同による緊締装置の街頭指導

を実施し、横転事故防止に努めた。また、名古屋港管理組合、飛島村役

場と合同により「クリーンキャンペーン」と題し、地域の清掃活動を行

った。
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◇重量品鉄鋼部会（ 社）

全ト協の３部会（重量部会・鉄鋼部会・鉄骨橋梁部会）の会議及び研

修会へ積極的に参加し、他県との意見交換等を行った。また、特殊車両

の通行に関する指導取締要領の一部改正等に伴い、法令等の正しい理解

と周知徹底を図るため、特殊車両通行許可に係る講習会を開催した。

 
◇食料品部会（ 社）

会員相互の意見交換並びに親睦を図るため定期的に会議を開催した。

また、全ト協の会議へ積極的に参加し様々な諸問題に取り組む等、意見

交換・情報収集等に努めた。愛知県冷蔵倉庫協会との意見交換会を開催

し人材確保や待機時間等の諸問題について議論した。

◇引越部会（ 社）

厳しい経営状況が続く中、会員相互の意見交換並びに親睦を図るた

め、賀詞交歓会、研修会等を開催した。

一方、消費生活センター・一般消費者からの輸送相談窓口として、引

越相談、クレーム処理に対応した。また、行政機関と意見交換会を開催

し安全安心な引越サービスの提供について情報共有を行った。更に部会

独自のホームページを開設し部会員へ定期的な情報を提供した。

引越講習（基本・管理）には、当部会からも多数参加し、引越運送約

款を中心とした基礎知識の習得・再確認と専門知識の習得に努めた。全

ト協が推奨する引越事業者優良認定事業所（引越安心マーク）を周知す

るため、のぼり旗の作成やラッピングトラックを行った。
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◎庶 務

１．会 員

平成３１年３月３１日現在 会員総数 社

車両総数 台

支部 会員数 支部 会員数

名古屋第一支部 尾 西 支 部

名古屋第二支部 知 多 支 部

名古屋第三支部 西 三 支 部

名古屋第四支部 東 三 支 部

尾 東 支 部 合 計

※入会： 社・退会： 社

２．役 員

◇役員数（ 現在）

・会 長 名

・副 会 長 名

・常 任 理 事 名

・理 事 名

・専 務 理 事 名

・常 務 理 事 名

・監 事 名

３．総 会

◇第１０回 通常総会 （中部トラック総合研修センター）

◇第１１回 通常総会 （中部トラック総合研修センター）
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４．表彰関係（敬称略）

（１）国土交通大臣表彰

◇道路運送事業等運転者永年勤続

株式会社東海車輌 運転者 長嶺 政文

（２）中部運輸局長表彰

◇事業役員 東山物流㈱ 会 長 青木 均

◇団体職員 名

◇運転者 名

（３）中部運輸局愛知運輸支局長表彰

◇事業役員 進両運送㈱ 社 長 深澤 欽二

◇運転者 名

◇運行管理者 名

（４）中部運輸局優良事業者表彰 安全性優良事業所

◇ 事業所

（５）中部運輸局愛知運輸支局優良事業者表彰 安全性優良事業所

◇ 事業所

（６）警察関係表彰

◇交通栄誉章「緑十字金章」

・運転者 名

◇交通栄誉章「緑十字銀章」

・事業役員 山三石油運輸㈱ 米花 立美

森洋運輸㈱ 森 雅大

岡崎通運㈱ 前山 敏昭

御幸運送㈱ 宇津野 克己

・運転者 名

◇中部管区警察局長・中部交通安全協会長連名表彰

・運転者 名

◇交通栄誉章「緑十字銅章」

・運転者 名

◇愛知県警本部長・愛知県交通安全協会長連名表彰

・運転者 名
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（７）全ト協表彰関係

◇全ト協表彰規程による表彰

・事業役員 名協運輸㈲ 代表取締役 三浦 孝司

金森自動車興業㈱ 代表取締役 金森 芳幸

木村運送 資 代表社員 木村 勝彦

㈱名誠組 代表取締役 安井 誠

協立運輸㈱ 代表取締役 小林 永典

七宝運輸㈲ 取締役 秋田 恭孝

田中運送㈲ 代表取締役 田中 謙二

野々山運輸㈱ 代表取締役 野々山 和彦

東海運輸㈱ 専務取締役 尾崎 明

・優良運転者 名

◇優良運転者顕彰

・金十字章 名

・銀十字章 名

（８）全ト協「正しい運転・明るい輸送運動」表彰

◇ 事業所
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参　考

389,137,142

1,860,000

平成３０年度 各種助成事業利用状況

32,617,000

運行管理者一般講習受講助成事業 10,422,000

57,272,142

信用保証料助成事業

合　　　　計

助　成　事　業

14,030,000

助成額(円)

アイドリングストップ支援機器導入助成事業 2,025,000

安全装置導入助成事業 25,422,000

低公害車導入促進事業（リース・買取） 18,210,000

68,868,000

ＡＳＶ装置導入助成事業 20,536,000

グリーン経営認証取得助成事業

運行管理支援機器（ドライブレコーダー）導入助成事業

運転適性診断受診助成事業（初任・適齢）

（全ト協分含む）近代化基金融資　　

ＥＭＳ装置助成事業 68,725,000

36,725,000

中小企業大学校受講助成事業 953,000

各種技能講習受講助成事業

運輸安全マネジメント講習受講助成事業 302,000

13,770,000

貨物自動車運転免許取得（準中型・中型・大型・けん引）助成事業

健康起因事故防止対策助成事業（SAS・脳ドッグ・心臓ドッグ）（全ト協分含む

17,400,000
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要
望

事
項

平
成
３
１
年
度
与
党
税
制
改
正
大
綱
の
内
容

１
．
自
動
車
関
係
諸
税
の
簡
素
化
・
軽
減
の
実
現

（
１
）
一
般
財
源
化
に
よ
り
課
税
根
拠
を
失
っ
た
軽
油
引
取
税
の

旧
暫
定
税
率
廃
止

・
平
成
2
1
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
軽
油
引
取
税
が
一
般
財
源
化
さ
れ
た
際
、
税
率
水
準
の
検
討
を
行
っ
た
が
、
地
球
温
暖
化
対

策
の
観
点
、
ま
た
国
・
地
方
の
苦
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
て
税
率
水
準
を
維
持
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
経
緯
等
を
踏
ま
え
て
、
検
討
す

べ
き
と
さ
れ
て
お
り
、
要
望
は
見
送
ら
れ
た
。

（
２
）
自
動
車
税
の
引
下
げ

・
自
動
車
取
得
税
廃
止
後
（
平
成
3
1
年
1
0
月
1
日
）
に
導
入
さ
れ
る
自
動
車
税
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
、
ト
ラ
ッ
ク
に
つ
い
て
は
、
平

成
2
8
年
度
税
制
改
正
で
決
定
し
た
燃
費
基
準
の
達
成
状
況
に
応
じ
た
課
税
の
枠
組
み
が
維
持
さ
れ
た
。
（
P
9
。
別
紙
1
参
照
）

（
３
）
自
動
車
税
に
お
け
る
営
自
格
差
見
直
し
反
対

・
自
動
車
税
に
お
け
る
営
自
格
差
は
堅
持
さ
れ
た
。

（
４
）
自
動
車
重
量
税
の
道
路
特
定
財
源
化

・
要
望
は
見
送
ら
れ
た
。

２
．
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
延
長

・
適
用
期
限
が
2
年
間
延
長
さ
れ
た
。
(P
6
4
)

３
．
特
例
措
置
の
延
長

（
１
）
自
動
車
重
量
税
・
自
動
車
取
得
税
の
エ
コ
カ
ー
減
税
の
延
長

・
適
用
要
件
お
よ
び
措
置
内
容
を
見
直
し
た
上
で
、
適
用
期
限
に
つ
い
て
は
、
自
動
車
重
量
税
は
2
年
間
、
自
動
車
取
得
税
は

6
ヶ
月
間
（
＝
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
ま
で
）
延
長
さ
れ
た
。
（
P
8
3
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4
。
別
紙
2
参
照
）

（
２
）
自
動
車
取
得
税
の
Ａ
Ｓ
Ｖ
（
先
進
安
全
自
動
車
）
特
例
措
置

の
延
長

・
適
用
期
限
が
6
ヶ
月
間
（
＝
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
ま
で
）
延
長
さ
れ
た
。
な
お
、
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
後
に
導
入
さ
れ
る
自
動

車
税
環
境
性
能
割
に
お
い
て
も
、
適
用
要
件
お
よ
び
措
置
内
容
を
見
直
し
た
上
で
平
成
3
3
（
2
0
2
1
）
年
3
月
3
1
日
ま
で
適
用
さ
れ
る
こ

と
と
さ
れ
た
。
（
P
9
3
,9
4
。
別
紙
2
参
照
)

（
３
）
自
動
車
税
の
グ
リ
ー
ン
化
特
例
の
延
長

・
適
用
期
限
が
2
年
間
延
長
さ
れ
た
。
(P
8
8
）

（
４
）
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
の
延
長

・
適
用
期
限
が
2
年
間
延
長
さ
れ
た
。
(P
6
4
)

（
５
）
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
・
農
林
水
産
業
活
性
化
税
制
の
延
長

・
適
用
要
件
を
見
直
し
た
上
で
、
適
用
期
限
が
2
年
間
延
長
さ
れ
た
。
(P
7
,6
4
)

（
６
）
中
小
企
業
・
協
同
組
合
等
の
法
人
税
率
の
特
例
措
置
の
延
長

・
適
用
期
限
が
2
年
間
延
長
さ
れ
た
。
(P
6
4
)

（
７
）
中
小
企
業
・
協
同
組
合
等
の
貸
倒
引
当
金
の
特
例
措
置
の
延
長

・
公
益
法
人
等
ま
た
は
協
同
組
合
等
に
お
け
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
の
到
来
を
も
っ
て
廃
止
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
要
望

は
見
送
ら
れ
た
。
た
だ
し
、
5
年
間
の
経
過
措
置
と
し
て
、
現
行
法
に
よ
る
割
増
率
（
1
0
％
）
に
対
し
て
1
年
ご
と
に
5
分
の
1
ず
つ
縮
小

し
た
率
に
よ
る
割
増
を
認
め
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
(P
7
9
)

（
８
）
低
公
害
車
の
燃
料
等
供
給
設
備
に
係
る
固
定
資
産
税
の
特
例

措
置
の
延
長

・
対
象
設
備
か
ら
「
天
然
ガ
ス
自
動
車
用
天
然
ガ
ス
充
填
設
備
」
が
除
外
さ
れ
、
要
望
は
見
送
ら
れ
た
。
（
P
5
6
)

４
．
ト
ラ
ッ
ク
協
会
が
運
営
す
る
地
域
防
災
・
災
害
対
策
関
連
施
設

等
に
つ
い
て
固
定
資
産
税
の
軽
減
措
置
の
適
用

・
固
定
資
産
税
の
軽
減
措
置
の
適
用
に
つ
い
て
、
要
望
は
見
送
ら
れ
た
。

平
成
３
１
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
要
望
と
与
党
税
制
改
正
大
綱
の
内
容

※
（

）
内
は
大
綱
の
該
当
ペ
ー
ジ
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【
別
紙
１
】
自
動
車
税
環
境
性
能
割
の
導
入
に
つ
い
て

※
（

）
内
は
大
綱
の
該
当
ペ
ー
ジ

平
成
31
年
10
月
1日

～
平
成
33
年
3月

31
日

平
成
27
年
度
燃
費
基
準

電
気
自
動
車
等

未
達
成

達
成

＋
5％

＋
10
％

営
業
用

2％
1％

0.
5％

非
課
税

（
参
考
）
自
家
用

3％
2％

1％
非
課
税

○
自
動
車
税
環
境
性
能
割
（
車
両
総
重
量
３
．
５
ｔ超
の
貨
物
自
動
車
）

※
自
動
車
の
取
得
価
額
を
課
税
標
準
と
し
、
上
記
の
税
率
に
よ
り
課
税
さ
れ
る
。

（
た
だ
し
上
記
は
い
ず
れ
も
平
成
28
年
排
ガ
ス
規
制
適
合
ま
た
は
平
成
21
年
排
ガ
ス
規
制
N
O
x・
PM

10
％
低
減
車
の
税
率
）

※
「
電
気
自
動
車
等
」
は
、
電
気
自
動
車
、
燃
料
電
池
自
動
車
、
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
、
天
然
ガ
ス
自
動
車
を
指
す
。

○
自
動
車
税
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
平
成
２
８
年
度
税
制
改
正
で
決
定
し
た
内
容
が
維
持
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、

平
成
３
１
年
１
０
月
１
日
か
ら
下
記
の
内
容
で
導
入
さ
れ
る
。

○
な
お
、
自
動
車
税
環
境
性
能
割
は
要
件
を
満
た
せ
ば
Ａ
Ｓ
Ｖ
減
税
が
適
用
さ
れ
る
（
別
紙
２
の
と
お
り
）
。
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【
別
紙
２
】
エ
コ
カ
ー
減
税
お
よ
び
Ａ
Ｓ
Ｖ
減
税
に
つ
い
て

※
（

）
内
は
大
綱
の
該
当
ペ
ー
ジ

平
成

30
年
度

平
成
27
年
度
燃
費
基
準

電
気
自
動
車
等

未
達
成

達
成

＋
5％

＋
10
％

＋
15
％

自
動
車

重
量
税

対
象
外

▲
25
％

▲
50
％

▲
75
％

免
税
(初
回
継
続
検
査
も
免
税
)

自
動
車

取
得
税

非
課
税

平
成

31
・
32

年
度

平
成
27
年
度
燃
費
基
準

電
気
自
動
車
等

未
達
成

達
成

＋
5％

＋
10
％

＋
15
％

自
動
車

重
量
税

対
象
外

▲
50
％

▲
75
％

免
税

免
税

(初
回
継
続
検
査
も
免
税
)

自
動
車

取
得
税

非
課
税

○
エ
コ
カ
ー
減
税
（
車
両
総
重
量
３
．
５
ｔ超
の
貨
物
自
動
車
、
自
動
車
重
量
税
お
よ
び
自
動
車
取
得
税
）

※
「
電
気
自
動
車
等
」
は
、
電
気
自
動
車
、
燃
料
電
池
自
動
車
、
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
、
天
然
ガ
ス
自
動
車
を
指
す
。

※
自
動
車
取
得
税
は
平
成
31
年
10
月
1日

に
廃
止
さ
れ
る
。

○
Ａ
Ｓ
Ｖ
減
税
（
車
両
総
重
量
３
．
５
ｔ超
の
貨
物
自
動
車
、
自
動
車
取
得
税
お
よ
び
自
動
車
税
環
境
性
能
割
）

○
エ
コ
カ
ー
減
税
に
つ
い
て
、
適
用
要
件
お
よ
び
措
置
内
容
を
見
直
し
た
上
で
、
自
動
車
重
量
税
に
つ
い
て
は
適
用
期
限
が

２
年
間
延
長
さ
れ
、
自
動
車
取
得
税
に
つ
い
て
は
適
用
期
限
が
６
ヶ
月
間
（
＝
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
ま
で
）
延
長
さ
れ
た
。

○
自
動
車
取
得
税
の
Ａ
Ｓ
Ｖ
減
税
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
が
６
ヶ
月
間
（
＝
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
ま
で
）
延
長
さ
れ
た
。

な
お
、
自
動
車
取
得
税
の
廃
止
後
に
導
入
さ
れ
る
自
動
車
税
環
境
性
能
割
に
お
い
て
も
、
適
用
要
件
及
び
措
置
内
容
を

見
直
し
た
上
で
、
下
記
の
と
お
り
適
用
さ
れ
る
。

※
対
象
装
置
は
①
車
両
安
定
性
制
御
装
置
、
②
衝
突
被
害
軽
減
制
動
制
御
装
置
、
③
車
線
逸
脱
警
報
装
置
。

車
両
総
重
量

装
着
装
置

平
成
３
０
年
４
月
１
日
～

平
成
３
１
年
９
月
３
０
日

（
自
動
車
取
得
税
）

平
成
３
１
年
１
０
月
１
日
～

平
成
３
１
年
１
０
月
３
１
日

（
自
動
車
税
環
境
性
能
割
）

平
成
３
１
年
１
１
月
１
日
～

平
成
３
２
年
１
０
月
３
１
日

（
自
動
車
税
環
境
性
能
割
）

平
成
３
２
年
１
１
月
１
日
～

平
成
３
３
年
３
月
３
１
日

（
自
動
車
税
環
境
性
能
割
）

３
．
５
ｔ超
８
ｔ以
下

①
・
②
・
③
の
全
装
置
装
着

５
２
５
万
円
控
除

５
２
５
万
円
控
除

３
５
０
万
円
控
除

①
～
③
の
う
ち
２
装
置
装
着

５
２
５
万
円
控
除

５
２
５
万
円
控
除

対
象
外

①
ま
た
は
②
の
装
着

３
５
０
万
円
控
除

３
５
０
万
円
控
除

対
象
外

③
の
装
着

１
７
５
万
円
控
除

１
７
５
万
円
控
除

対
象
外

８
ｔ超
２
０
ｔ以
下

①
・
②
・
③
の
全
装
置
装
着

３
５
０
万
円
控
除

３
５
０
万
円
控
除

２
０
ｔ超
２
２
ｔ以
下

③
の
装
着

１
７
５
万
円
控
除

１
７
５
万
円
控
除

対
象
外
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要
望

事
項

平
成
３
０
年
度
第
２
次
補
正
予
算
・
平
成
３
１
年
度
予
算
の
内
容

１
．
高
速
道
路
料
金
の
更
な
る
引
下
げ

１
．
平
成
３
０
年
度
第
２
次
補
正
予
算

平
成
３
０
年
度
第
２
次
補
正
予
算
に
つ
い
て
は
、
平
成
３
１
年
２
月
７
日
に
国
会
で
成
立
し
た
。

（
１
）
平
成
３
０
年
度
末
で
期
限
を
迎
え
る
高
速
道
路
料
金
の
大
口
・多

頻
度
割
引
の
最
大
割
引
率
5
0％

に
つ
い
て
、

自
動
車
運
送
事
業
者
の
E
T
C
2
.0
搭
載
車
を
対
象
に
、
平
成
３
１
年
度
末
ま
で
継
続
す
る
た
め
の
予
算
と
し
て
、

１
０
９
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

（
２
）
荷
役
作
業
の
効
率
化
を
促
進
し
、
労
働
生
産
性
の
向
上
や
多
様
な
人
材
の
確
保
を
図
り
、
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、

テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
の
導
入
補
助
の
予
算
と
し
て
、
１
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

（
３
）
燃
費
効
率
の
良
い
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
ト
ラ
ッ
ク
の
導
入
を
支
援
す
る
た
め
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
ト
ラ
ッ
ク
の
導
入
補
助
の
予
算
が
措
置

さ
れ
た
（
１
億
円
の
内
数
）
。

２
．
平
成
３
１
年
度
予
算

平
成
３
１
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、
平
成
３
１
年
３
月
２
７
日
に
国
会
で
成
立
し
た
。

（
○
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
関
係
）

①
最
先
端
の
低
炭
素
型
デ
ィ
ー
ゼ
ル
ト
ラ
ッ
ク
導
入
補
助
、
電
気
ト
ラ
ッ
ク
導
入
補
助
（
3
9
.7
億
円
）
＜
環
境
省
連
携
事
業
＞

②
車
両
動
態
管
理
シ
ス
テ
ム
導
入
支
援
（
4
1
.5
億
円
）
＜
経
済
産
業
省
連
携
事
業
＞

③
次
世
代
自
動
車
（
C
N
G
ト
ラ
ッ
ク
、
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
ト
ラ
ッ
ク
）
普
及
促
進
（
5
.3
億
円
の
内
数
）

④
事
故
防
止
対
策
（
先
進
安
全
自
動
車
、
デ
ジ
タ
ル
式
運
行
記
録
計
の
導
入
等
）
支
援
推
進
事
業
（
9
.9
億
円
の
内
数
）

⑤
働
き
方
改
革
の
推
進
（
ホ
ワ
イ
ト
物
流
推
進
運
動
の
展
開
、
輸
送
品
目
別
の
取
組
の
強
化
等
）
（
1
.5
億
円
）

⑥
輸
送
効
率
化
（
連
結
ト
ラ
ッ
ク
導
入
支
援
、
ス
ワ
ッ
プ
ボ
デ
ィ
コ
ン
テ
ナ
車
両
導
入
支
援
）
支
援
事
業
（
2
.5
億
円
）

（
○
道
路
関
係
）

①
効
率
的
な
物
流
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化
（
3
,6
9
9
億
円
）

・
三
大
都
市
圏
環
状
道
路
等
の
整
備
推
進
、
安
全
・
円
滑
な
物
流
等
の
た
め
の
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
等
の
推
進
、

ダ
ブ
ル
連
結
ト
ラ
ッ
ク
に
よ
る
省
人
化
、
自
動
審
査
シ
ス
テ
ム
の
強
化
に
よ
る
特
車
通
行
許
可
の
迅
速
化

等
②
災
害
時
に
お
け
る
人
流
・
物
流
の
確
保
（
4
,3
1
8億

円
）

・ミ
ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
等
の
整
備
の
推
進
、
大
雪
時
の
車
両
の
立
ち
往
生
を
防
止
・軽
減
す
る
た
め
の
除
雪
体
制
の
強
化
等

③
交
通
安
全
対
策
の
推
進
（
1
,3
5
1
億
円
）

・
高
速
道
路
の
暫
定
２
車
線
区
間
の
４
車
線
化
及
び
付
加
車
線
設
置
等
の
推
進
、
S
A
・
P
A
駐
車
マ
ス
不
足
解
消
等

④
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
る
地
域
・
拠
点
の
連
携
（
2
,8
6
7
億
円
）

・地
域
・拠
点
を
つ
な
ぐ
高
速
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
ス
マ
ー
ト
IC
の
活
用
、
自
動
運
転
実
証
実
験
の
取
組
強
化
等

（
○
厚
生
労
働
省
関
係
）

①
時
間
外
労
働
等
改
善
助
成
金
の
拡
充
（
6
2
.6
億
円
）

②
人
材
開
発
支
援
助
成
金
の
利
用
促
進
（
5
3
4
億
円
の
内
数
）

③
両
立
支
援
等
助
成
金
の
利
用
促
進
（
2
7
億
円
）

④
ト
ラ
ッ
ク
運
転
者
の
長
時
間
労
働
改
善
に
向
け
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
周
知
（
0
.6
億
円
）

２
．
働
き
方
改
革
実
現
の
た
め
の
諸
対
策

に
係
る
補
助
・
助
成
の
拡
充

３
．
道
路
の
積
極
的
な
活
用
に
向
け
た

諸
施
策
の
実
現

４
．
高
速
道
路
の
Ｓ
Ａ
・
Ｐ
Ａ
、
道
の
駅

に
お
け
る
駐
車
ス
ペ
ー
ス
の
活
用

及
び
整
備
・
拡
充

５
．
環
境
対
策
及
び
省
エ
ネ
対
策
の
た
め

の
補
助

６
．
交
通
安
全
対
策
の
た
め
の
補
助

７
．
フ
ェ
リ
ー
等
利
用
に
対
す
る
補
助
・

助
成
制
度
の
創
設

８
．
下
関
北
九
州
道
路
の
早
期
実
現

平
成
３
１
年
度
予
算
に
関
す
る
要
望
と
平
成
３
０
年
度
第
２
次
補
正
予
算
・
平
成
３
１
年
度
予
算
の
内
容




